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山城一真氏博士学位申請論文審査報告書 
 
 早稲田大学大学院法学研究科博士後期課程学生山城一真氏は、早稲田大学学位規則第７
条第１項に基づき、２０１０年９月２２日、その論文「契約締結過程における『正当な信
頼』――契約形成論および債権発生原因論への序説――」を早稲田大学大学院法学研究科
長に提出し、博士(法学)(早稲田大学)の学位を申請した。後記の委員は、上記研究科の委嘱
を受け、この論文を審査してきたが、２０１１年１月６日、審査を終了したので、ここに
その結果を報告する。 
 
一 本論文の目的と構成 
１ 本論文の目的 
本論文は、契約の成立および内容形成に関わるフランス法の議論状況を歴史的・体系的
視点から分析し、その成果に基づいてわが国の解釈論に対する提言を試みた研究である。 
わが国における契約の解釈に関する学説は、従前は、契約の成立ないし錯誤との関係に
おいて「意思表示の解釈」を論じてきたものの、おおよそ 1990年代以降、「成立した契約
の意味の決定にウエイトを置いた議論」を行うに至ったと評されてきた。この評言には、
学説の関心の遷り変わりに関する洞察と並んで、「契約」の解釈には「意思表示」の解釈
に尽きない意義が認められ、かつ、各々は、「成立した契約の意味の決定」と「契約の成
立」という異なる論理的段階のいずれに重点を置くかという点で規範構造を異にする、と
の理解が含まれている。 
論者は、以上のような認識を示したうえで、本論文の課題を次の二点に設定している。
すなわち、第一に、「意思表示の解釈」と「契約の解釈」とが区別されるという、契約の
規範構造に関するこの理解の意義と射程を検証すること、第二に、近時の議論においては
関心の中心から外れつつあるとされる「意思表示」の解釈に、「成立した契約の意味の決
定」という作業には還元することのできない固有の意義が存することを論証すること、で
ある。そして、論者は、これらの考察の手がかりをフランス契約法に求めている。 
論者によると、本論文が、フランス法を参照しつつ「意思表示」の解釈を論じるのは、
これに関する法的規律が日仏において著しく異なっていることによるとされる。すなわち、
前記の学説認識にみられるように、わが国においては、「意思表示の解釈」という問題領
域の存在は自明視されており、契約の解釈はこれに解消され得ると考えられた。これに反
し、フランス法においては、そもそも意思表示を単位とする法的規律が論じられること自
体が少なく、したがって、「意思表示の解釈」が論じられることも皆無に等しい。こうし
た相違は、何故に生じたのか。また、「意思表示の解釈」が論じられないということは、
これに対応する問題領域が存在しないということを直ちに意味するのか。さらに、こうし
た相違は、契約の規整を総体として把握するにあたって、いかなる意味をもち得るのか。
論者は、こうした問題を提起したうえ、本論文において、これら諸点を比較法的・体系的
視座から考察することにより、従来のわが国の議論の位置付けを明確にするとともに、「意
思表示の解釈」に関する具体的規律を定立し、ひいてはわが国における契約法の諸規律を
体系化するための新たな視点をもたらそうと試みている。 
２ 本論文の構成・各部の関係 
本論文は、「第一部 契約形成原理の提示」「第二部 契約内容形成原理の体系化」お
よび「第三部 契約内容形成原理の適用」の３つの部分から構成されている。 
第一部は、フランス法における契約成立段階の法的規律―「契約の形成（formation du 
contrat）」―の構造を総体として明らかにするための分析であり、第二部は、「契約の内
容（contenu du contrat）」の形成という実際的な主題に即して、第一部において明らかにし
た諸原理がいかにして適用されているかを追跡したものである。これに対し、第三部は、
日仏の法的規律の相違に注意を払いつつ、前二部の考察によって与えられた知見を、日本
法の解釈論において汲み取ることを試みるものである。こうした論文の全体構成に即して
いえば、本論文は、フランス法の考察に充てられる前半部分（第一部および第二部）と、
日本法の考察に充てられる後半部分（第三部）との二つの部分から成るものとみることも
できる。 
  本論文の目的は次の２点である。第一は、契約内容の確定においては、①各当事者の個々
の意思に照らして行われる「意思表示」に対する解釈と、②意思表示の合致を前提として、
両当事者の共通の意思に照らして行われる「契約」に対する解釈とが問題になることを示
したうえ、上記①の規律の特質を明らかにすること（「第一の課題」という）である。第二
は、上記①の規律は、契約締結過程の適正化に関する諸法理（端的には錯誤、詐欺など）
と機能的に連続性を有するものとして把握されるべきであるとの解釈論上の構想を展開す
ること（「第二の課題」という）である。標題のとおり、「契約締結過程の『正当な信頼』」
に着目するのは、それが問題になるのは両当事者の意思の合致がみられない局面において
のみであるため、まさに上記①の規律にとって固有の――②の規律によっては実現し得な
い――解決だといえるからである。 
  以上の目的の下に、本論文では、まず、フランス法の規律を考察している。その際の論
者の視点は次のとおりである。 
第一に、フランス法においては、伝統的には、「解釈」の問題としては上記②のみが論じ
られ、上記①の問題が扱われることはなかった。そこでまず、かかる法状況が形成された
背景を沿革的に考察し、上記「第一の課題」の検証を行っている （第一章第一節）。 
第二に、以上のようなフランス法の伝統にもかかわらず、近時の判例・学説には、①の
問題（あるいは実質的にはこれに相当し得る問題）を論じる傾向がみられる。そこで、そ
の状況をできる限り詳細かつ広範に跡づけ、かかる傾向の背景に、上記「第二の課題」と
して掲げたような認識が存することを明らかにしようとしている （第一章第二節）。 
  次いで、以上の考察から引き出された着想が、日本法の解釈論としても活用可能である
ことを論証している（第二章）。 
 
二 各部の内容と本論文の主張 
第一部 契約形成原理の提示 
１ 概要 
⑴ 第一章は、同意法理の発展を追跡し、「意思表示の解釈」という問題領域がフランス
契約法においては成立しなかったことを確認したうえで（第一節）、同意法理の規範構造
を把握するために、「同意の確定性」（第二節）および「内心の意思と表示された意思の
対立」（第三節）を考察する。これによって、①「意思表示としての同意」に関する法的
規律が、20 世紀初頭に流入したドイツ法学説によってもたらされたこと、②これに対し、
フランス法学説が、自らを「意思自律」と規定する立場から「表意者が確定的な意思を表
示しない限り、契約の成立を基礎づける同意も存しない」とする主観主義的規律を確立さ
せたこと、そして、③そうした規律の狭隘さを埋め合わせるために、民事責任に基づく現
実賠償、外観法理等を活用した修正原理が構想されたことが明らかにされる。そのうえで、
論者は、「責任」「正当な信頼」の観念を中核とするこの修正原理を、「正当な信頼の原
理」と定式化する。 
⑵ 第二章においては、「正当な信頼の原理」の内容を明確化するために、外観法理の展
開が追跡される。本論文は、かつての外観法理が民事責任によって基礎づけられてきた（民
事責任構成）という知見を前提としつつ、民事責任構成が定式化された 20世紀初頭以降の
学説状況を再検証している。その結果、民事責任構成が、実のところ特殊な「民事責任」
観に根差すものであり、当初から批判に晒されてきたことが明らかにされている。 
以上の考察から、論者は、外観法理が、まさに「責任」と「正当な信頼」の各観念を直
接に連結させることによって生成されたものであり、契約とも不法行為とも機制を異にす
る独自の原理たる性格をもつことを明らかにし、ここに正当な信頼の原理の特徴を認めて
いる。 
２ 第一章の考察の成果・本論文の主張 
⑴ ① フランス法において、意思表示を対象とする法的規律が本格的に論じられるのに、
ドイツ法における意思表示理論の流入を俟たなければならなかった理由は、フランス法に
は、意思表示を単位として契約の規律を把握する視点が希薄だったことに認められている。
その背景には、「意思表示としての同意」が、契約締結過程における各当事者の一方的行
為であるというその性格ゆえに、「両当事者の共通の意図」によって構成される「当事者
間の法律」である「契約」（仏民 1134条 1項・1156条）とは峻別されたという事情がある
とされる。 
② 同意の「確定性」の観念も 20世紀初頭以降に概念化されたものであるが、フランス法
においては、これを「各当事者の内心における確定的意思」として捉える主観主義的な理
解が確立したとされる。同じく、「内心の意思」と「表示された意思」との齟齬がある場
合にいずれを優先させるべきかという問題についても、フランス法においては、前者が優
先するという主観主義的理解が強調された。 
③ しかし、「意思自律」の原則に根差す以上の規律に対しては、民事責任に基づく現実
賠償、外観法理等を援用することによって、契約が成立する局面を実質的に拡張するとい
う修正が行われてきた。とりわけ 1960年代以降に至ると、消費者に対し、契約が成立した
かのような誤信を惹起した場合には、契約が成立したものとみなすことによって救済を与
えるべきであるとする議論が生じた。 
⑵ 以上より、論者は、フランス法には、契約的債務を生じさせる機制（本論文において
は、これを「契約形成原理」と呼ぶ）として、一般的法原則としての「意思自律の原理」
（上記②に対応）と、これを修正する「正当な信頼の原理」（上記③に対応）が存在した
とする。 
 
第二部 契約内容形成原理の体系化 
１ 概要 
⑴ 第一章は、情報提供義務論において契約内容の形成の問題がどのように扱われてきた
かを論じる。具体的には、まず、「機会の喪失」法理の展開に即して情報提供義務違反の
損害賠償問題が俯瞰されるとともに、契約内容の形成を民事責任に基づく「現実賠償」と
して基礎づけることの可否が考察される。その結果、民事責任法における完全賠償原則に
照らして、現実賠償としての契約内容の形成が理論的に困難であり、「機会の喪失」法理
の適用が支持されていることが確認される。そのうえで、本論文は、有力学説によって提
唱された、提供された情報の内容に対する「正当な信頼」に基づいて契約内容が形成され
ることもあり得るとする「情報の拘束力」という議論に注目し、その内容を子細に検証す
る。 
⑵ 第二章において、論者は、二つの問題に即して判例の現況を辿っている。第一は、「広
告書面の契約的効力」の問題（第一節）、第二は、破毀院による新たな準契約法理の創造
へと結実した「広告のための富くじ」の問題（第二節）である。 
第一節においては、まず、1960 年代以降、判例において、契約締結過程に交付される広
告が契約内容を形成し得ると解されてきたことが明らかにされる。本論文は、この間の判
例・裁判例を採り上げるとともに、そこに現れた規律を整合的に説明する試みとして、「契
約書面」に着目する学説の議論を跡づける。その結果、広告書面を契約内容へと取り込も
うとする議論が、「信義誠実（仏民 1134 条 3 項）」「衡平（仏民 1135 条）」等に依拠し
つつ、「同意の瑕疵」の法理との連続性をもつ解決を目指してきたことが明らかにされる。 
第二節においては、自らの表示によって、当選金を獲得したかのような誤信を惹起した
富くじ主催者に対し、準契約（仏民 1371条）に基づき、当選金相当額を支払うよう命じた
破毀院合同部 2002年 9月 6日判決が考察されている。論者は、こうした判決が下された背
景にある価値判断の構造を見定めるための考察を行っている。 
⑶ 第三章は、前二章における議論を承継・発展するものとして展開されている諸学説の
考察に充てられている。具体的には、解釈論上の枠組みを構築するために、その理論的基
礎づけに関する議論（第一節）と、その体系的位置づけに関する議論（第二節）とを検討
している。 
「正当な信頼」の観念を援用しつつ展開された前記有力学説の議論は、その後の諸学説に
よって様々な仕方で承継された。第一節においては、そうした諸傾向を、2000 年以降にお
ける代表的議論に即して順次比較・検討し、今日の議論状況を明らかにしている。 
次いで、第二節においては、契約締結過程を規律する諸法理のなかで、契約内容の形成
という解決がいかなる体系的位置づけを占めるかが論じられる。具体的には、「同意の瑕
疵」と「契約内容の形成」とがどのような関係に立つものとして把握されるかを、錯誤・
契約不履行・瑕疵担保責任の各訴権の競合をめぐる議論状況を精査することによって考察
している。 
２ 第二章の考察の成果・本論文の主張 
⑴ 契約書面の機能に関する諸学説（第二章第一節）は、契約書を取り巻く書面（広告書
面等）は、いかに一方当事者の意思を決定づけたとしても、契約内容を形成しないのが原
則であるとの理解を前提とする。その根本には、「意思表示は、契約締結過程における各
当事者の一方的行為であるため、それ自体としては合意をなさず、したがって、直ちに契
約内容に取り込まれることもあり得ない」という、第一部でみた見地がある。 
以上から翻って考えると、「情報の拘束力」の法理の提唱は、上記理解を修正して、一
方当事者からの情報提供が相手方の意思を決定づけた場合には、当該情報は契約内容へと
取り込まれるべきである、とする判断に基づくといえる。これは、契約内容を形成するに
あたって各当事者の一方的な行為―つまり「意思表示」―に着目するものといえる。 
⑵ 以上より、第一部においてみた二つの契約形成原理が、契約内容の形成において次の
ように作用しているとされる。 
第一に、契約書に即して契約内容を確定することが原則とされ、各当事者の契約締結過
程における一方的行為を斟酌することは、その例外と位置づけられる。後者においては、
契約締結過程における一方的行為を機縁とする債務発生という、契約そのものとは異質な
債務発生の機制が問題になる。そして、これを基礎づけるために条文上援用されるのが「信
義誠実」「衡平」等であり、その具体的内容をなすのが「正当な信頼」の原理である。 
第二に、上記例外を基礎づける「正当な信頼」の実質は、情報提供義務論全般と同様に、
契約締結過程における手続的適正性の要請に認められる。このことから、契約締結過程に
おける「正当な信頼」の観念に基づく契約内容の形成という規律は、当事者の行為に対す
るサンクションたる性格をもち、同意の瑕疵の諸法理と機能的な・一体性をもつとされる。 
第三に、契約内容の形成と錯誤による契約の解消の適用領域は、実際の適用においては
不明瞭にしか区別され得ない。それゆえ、両者は要件面においても接近させられている。 
 
第三部 契約内容形成原理の適用 
１ 目的と構成 
第三部においては、前二部において明らかにしたフランス法の規律に則してわが国の議
論状況を再検証するとともに、解釈論上の提言を行うことを課題としている。その考察は、
第一部および第二部の主題に対応して、次の手順で進められている。すなわち、まず、契
約の形成に関するわが国の法的規律として、契約の成立および意思表示の解釈をめぐる議
論を整理している（第一章）。これによって、わが国における「契約形成原理」の存在と
構造が明らかにされている。次いで、それが契約内容の形成に対してどのように適用され
るかに留意しつつ、解釈論の提言に及んでいる（第二章）。 
２ 概要 
  第一章においては、契約の成立（第一節）および意思表示の解釈（第二節）につき、
わが国における実定法の状況が論述されている。 
第一節においては、わが国においても、契約を成立させるためには、各当事者における
確定的な意思表示を要するという理解が定着していること、この「確定性」が、不動産売
買契約のような特定の事案類型のみならず、契約の成立が問題になる場合に常に問題にな
り得ること、そして、確定性の存否が意思表示の解釈によって決せられることが、それぞ
れ明らかにされている。 
第二節においては、意思表示の解釈につき、伝統的通説と目される我妻説の主張を跡づ
けたうえで、今日、それがどのように受容され、また批判されているかを、①解釈対象、
および、②解釈方法の二つの側面から考察している。これによって、我妻説が次のような
評価を受けていることが確認されている。すなわち、①解釈対象については、我妻説が、
当事者の行為のみならず、これを取り巻く諸事情を含めて「表示行為」と規定したことに
対し、証書としての契約書とその他の書面・行為との間に序列関係を認め、第一次的には
前者に即して契約内容が決せられるべきであるとする批判が展開されている。②解釈方法
については、我妻説が定立した客観的解釈への一元化を批判し、まずは真意の合致の存否
を検証し（本来的解釈）、これが認められない場合に限って、相手方の合理的理解を探究
すべきである（規範的解釈）とする見解が趨勢をなすに至っている。以上を踏まえて、本
論文は、規範的解釈の仕組みに関する既存の学説の整理・分析に及び、本来的解釈と規範
的解釈とを区別するわが国の学説のなかに、フランス法における「契約形成原理」と実質
的に同じ視点が看取され得るとの見方を示している。 
⑵ 第二章においては、消費者契約における契約内容の形成を扱うわが国の学説によって
展開されてきた解釈論が分析されている。すなわち、事業者が、消費者に対し、契約内容
に関連し得る情報を提供したというような事案につき、わが国の解釈論においては、主に
「合意の瑕疵」の諸法理の適用が論じられてきた。その背景には、当該内容に即して契約
内容を形成することは、「確定性」の要請と矛盾するゆえに困難であるとの理解があった。
本章第一節において、論者は、解釈論のこうした現状において、「契約内容の形成」と「合
意の瑕疵」の諸法理との関係がどのように把握されているかを考察したうえ、第一部およ
び第二部の成果に照らして、わが国における如上の理解には再検討の余地があるとの所見
を述べている。 
次いで、第二節は、こうした所見に基づいて展開された解釈提案を補強するための作業
に充てられている。具体的には、まず、以上の主張と符合する状況がヨーロッパ法および
ドイツ法にも見出されることが明らかにされる。次いで、フランス法との結節点を「母法」
関係に求めることができるか否かを考察し、意思表示を中核的要素とする法典編纂方式を
採用する現行民法への移行過程を跡づけることによって、そうした理解が不可能となって
いるとの結論を導いている。 
３ 考察の成果・本論文の主張 
以上の分析結果、ならびに、第一部および第二部における考察の成果を基礎として、論
者は、わが国における意思表示の解釈につき、近時の学説における議論を基本的に踏襲し
つつ、次のような提言を行っている。 
①解釈対象については、第一次的には「契約書」が出発点とされるべきだと主張する。そ
の理由は、フランス法と同じく、当事者は、契約書において確定的な意思表示をなすのが
常態だという点に求められている。ただし、書面が当事者の意思を反映していないと認め
られる場合には、そこから逸脱した契約内容の確定が問題になる余地があるとする。契約
締結過程における一方当事者の行為によって、相手方に対し、契約内容に関する誤信を惹
起させることは、上記「逸脱」の正当性を基礎づける一事由として把握され、その可否は、
意思表示の規範的解釈の適用によって決せられる、としている。 
② 解釈方法については、まず、本来的解釈の規範的解釈に対する優先性が承認される
べきだとし、これは、わが国においても、契約形成原理の二元性を承認することを意味す
る、としている。 
次いで、規範的解釈については、本来的解釈との整合性のみならず、「合意の瑕疵」の
諸法理との機能的な連続性をも意識した解決が目指されている。具体的には、次の二点に
注意を向ける必要があるとされている。すなわち、第一に、意思表示の解釈は、契約締結
過程における各当事者の決定行為を対象とするものだから、いわゆる「第三の意味」の妥
当する余地は否定される。第二に、意思表示の規範的解釈において要件とされる「帰責性」
は、その内容それ自体によっては、取引的不法行為における違法性ないし過失と区別され
得ず、ただ、信頼の正当性の度合いを異にし得るにすぎない、とする。 
③ 最後に、論者は、以上の着想からすれば、契約締結過程においてなされた表示が相
手方に対して誤信を惹起させた局面においては、意思表示の規範的解釈による契約内容の
形成を第一次的な救済と捉え、それを実効あらしめるための解釈論が模索されるべきであ
るという。具体的には、「契約内容への取込み」の主張が事実上困難であり、そもそも主
張がなされること自体が希有だというわが国の現状を見直すとともに、裁判官が契約内容
の形成をコントロールするという視点をいっそう自覚的に模索すべきであるとする。 
４ 要約 
論者は、以上にみた本論文の主張を、冒頭に述べた目的に即して、次のように要約して
いる。 
⑴ 意思表示解釈論の体系的地位  意思表示は、契約の構成要素であるが、それと同
時に、契約締結過程における各当事者の行為であるという点において、成立した契約それ
自体とは峻別される。当事者の法律関係を規律するのは「契約」であるにもかかわらず、
「意思表示」の解釈が問題にされることの意味は、意思表示の存否・内容の確定において
は、規範として成立した契約内容の確定が問題となる場合とは異なり、契約締結過程の手
続的適正性を保障するという要請を貫徹することが目指される、という点に認められる。 
⑵ 意思表示解釈論の二元的な基礎  意思表示の解釈における「本来的解釈」と「規
範的解釈」とは、契約内容を形成する際の原理・法理上の基礎を異にする。すなわち、本
来的解釈の結果は、各々の意思の内容が一致しているために、「両当事者の共通の意図」
をなすものとしてそのまま「規範」としての契約内容となりうる。それゆえ、意思表示の
本来的解釈は、直ちに「契約」の解釈となり得る。いいかえれば、本来的解釈に関する限
り、「契約」の解釈と区別して「意思表示」の解釈を論じる意味はない。 
これに対し、意思表示の規範的解釈においては、「両当事者の共通の意図」を問題とす
ることはできず、表意者の意思表示にいかなる意味を与えるべきかが、契約締結過程の具
体的態様に即して判断される。この点において、意思表示の解釈は、契約の解釈とは異質
の視点を含むことになる。 
⑶ 意思表示の規範的解釈の意義と機能  意思表示の規範的解釈は、「契約内容の確
定」のための原理であると同時に、機能としては、契約締結過程において、不適切な表示
を行い、あるいは適切な表示を怠ったことによって相手方の信頼を裏切ったことにつき、
「契約の領域への取込み」＝「給付義務の承認」という「サンクション」を課する役割を
果たし得る。そのような意味において、意思表示の規範的解釈は、契約締結過程における
手続的適正を保障するための一手段として位置づけられる。こうした理解は、理論上可能
であるのみならず、とりわけ消費者契約法の領域における有用性にかんがみれば、実際上
も有用といえる。 
５ 展望 
 最後に、論者は、契約法の諸規律を体系化するための視点を得るという関心のもとに
次の３点に渡って本論文の展望を示している。 
（１）契約法の諸規律の体系化  「意思表示」の解釈が、契約締結過程における当事
者の行為の手続的な過程に着目した具体的評価たる性格を有することとの対比においてい
えば、「契約」の解釈には、そうした行為の結果には還元され得ない規律が盛り込まれる
可能性がある。それぞれの特性を「手続的」「内容的」という両側面から観察することは、
契約内容の形成という局面を考察する場合だけでなく、たとえば、契約条項の規制を検討
するにあたり、「契約の手続過程における公正さと契約内容における公正さが相関関係的
に考慮される」という主張がしばしばきかれることからも窺われるように、契約法の諸規
律を見通すためのより射程の広い手がかりを与える。 
⑵ 裁判官による法適用  わが国においても強調されているように、契約に対する規
整は、終局的には裁判官による法の適用を俟って行われるべきものだから、その特徴を総
体として捉えるためには、法適用の問題を射程に入れる必要がある。この観点からみると、
手続的規律たる意思表示の解釈の特徴は、契約締結過程における当事者の具体的行為に着
目した規整が行われる点、より踏み込んでいえば、既存の法規範への包摂ではなく、むし
ろ事実認定と強く関連づけられた規整が行われる点に認められる。こうした観点からの考
察が、今後の課題の一つであるとしている。 
(3) 債権発生原因論  意思表示の解釈は、契約を形成する要素としての「行為」に対し
て加えられる法的評価である。したがって、規範的解釈に「サンクション」としての性格
を認めるときには、規範的解釈というかたちで与えられる「適法評価」が、不法行為等の
法理を通じて下される「違法評価」とどのように関連付けられるかが問題になり得る。そ
の意味において、ここでは、債権発生原因論全体に対する見通しが問われることになる、
としている。 
 
 
三 本論文の評価 
以下の各点において、本論文は我が国における契約の比較法的研究の充実に大きく寄与
するものと考える。 
（１）)本論文は、フランス法において「意思表示」の解釈に相当する問題がどのように
規律されてきたかを考察するものであるが、今日まで、「契約」の解釈に関しては、フラン
ス法を対象とする研究が既に存するものの、「意思表示」に関する規律を扱う論稿はほとん
ど存しなかったといえる。 
このような状況のもとで、本論文は、「意思主義」を伝統とするフランス契約法において、
これに反する性格を含む（意思表示の相手方の）「正当な信頼」がどのように考慮されてき
たかを、様々な視点から分析するとともに、この観念をめぐるフランス契約法の最新の動
向を追跡したものであり、斬新な視点に基づく優れた研究業績である。 
本論文は、詳細なフランス法の分析に基づく論稿であり、報告書の要約では論及し尽く
せない極めて豊富な内容をもつ。ドイツ法およびわが国において「規範的解釈」として論
じられている問題が、フランス法においてどのように扱われているかというテーマに正面
から取り組んだ初めての研究であり、その成果として、契約締結過程における「正当な信
頼」を契約内容に取り込むという手段を通じて、契約締結過程における手続的適正を保障
する手法に迫っている。その過程でフランス契約法上の極めて多くの重要問題を横断的に
整理・分析しているが、個々の制度や概念についての理解も正確である。 
 （２） 契約締結過程の分析は、錯誤、詐欺など、契約解消の方向へ働く法理を検討する
時期を経て、情報提供義務論が重要な考察対象になったということができる.。情報提供義
務は、契約解消の方向にも契約内容への取り込みにも働く契機をもつが、本論文によって、
情報提供義務論を参照しつつ、契約締結過程の事情を契約内容へ取り込むという方向がよ
り強く打ち出された。このような契約内容への取り込みの方向は、同じ契約締結過程に位
置する錯誤、詐欺などの諸制度の理解やこれらの制度との関係にもかかわる問題であり、
これらの点の検討も含め、なお残された課題も少なくない。 
しかし、これらの残された課題は、本稿の筆者が取り組んだ問題の広がりと深さに由来
するものであり、むしろこのような課題を提示した本稿の筆者の問題意識の鋭さを証明す
るものである。 
（３）さらに 本論文は、フランス法との比較に基づき、意思表示の解釈の問題が契約の
締結過程の規律に属するとの理解を示した上、この問題を、錯誤・詐欺・契約締結上の過
失等、契約締結過程の手続的適正を保障する諸法理と関連づけつつ考察すべきであるとの
視点に立って、具体的な解釈論の提言を試みている。この問題は、我が国において問題点
は指摘されつつも十分に論じられてこなかった問題であり、この点において、本論文は、
日本法の研究の充実に大きく寄与する研究として、注目に値する。 
（４）最後に、本論文の分析にはなお生硬な箇所もあり、日本法の判例研究、フランス以
外の他国との比較法研究等、さらに今後の課題として考察の望まれる点もあるが、上記の
（１）～（３）の各特徴において、本論文は質量ともに契約法研究の発展に大きく寄与す
るものと評価することができる。 
 
四 結論 
 以上の審査の結果、後記の審査委員は、本論文の執筆者が博士(法学)（早稲田大学)の学
位を受けるに値するものと認める。 
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